
千葉市建築物等の解体等に伴う石綿の飛散の防止等に関する要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築物等の解体、改造又は補修に伴う石綿の飛散の防止等に関し、大

気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号。以下「法」という。）等に定めるもののほか必

要な事項を定めることにより、市民の健康の保護及び生活環境の保全を図ることを目的と

する。 

 （定義） 

第２条 この要綱の用語の意義は、法、大気汚染防止法施行令（昭和４３年政令第３２９号。

以下「政令」という。）及び大気汚染防止法施行規則（昭和４６年厚生省・通商産業省令

第１号）の定めるところによる。 

（石綿の濃度の測定等） 

第３条 届出対象特定工事の元請業者又は自主施工者は、市と協議の上、次の各号に定める

ところにより、大気中の石綿の濃度を測定し、その結果を記録するものとする。 

（１）特定粉じん排出等作業（法第１８条の１７第１項の政令で定める特定建築材料に係る

ものに限る。以下同じ。）の開始前及び終了後にあってはその対象となる建築物等の周

辺４方向における敷地境界線上の４か所（当該建築物等が敷地境界線から離れているこ

とにより当該４か所では対象となる建築物等に係る石綿の状況の把握が困難であると

認められる場合は、当該建築物等の周辺４方向における４か所。以下この号において「敷

地境界線上の４か所」という。）において、特定粉じん排出等作業の実施中にあっては

敷地境界線上の４か所並びに作業場の隔離の措置を講じた場合は集じん・排気装置の排

気口及び前室の出入口において、それぞれ１回以上測定するものとする。 

（２）測定高さは地上１．５ｍとする。 

（３）測定方法は、石綿に係る特定粉じんの濃度の測定法（平成元年環境庁告示第９３号）

に定める方法その他の適当な方法によることとする。 



２ 届出対象特定工事の元請業者、自主施工者又は下請負人は、作業記録として特定粉じん

排出等作業の工程ごとの写真を撮影するものとする。 

３ 届出対象特定工事の元請業者は、当該届出対象特定工事における特定粉じん排出等作業

が完了したときは、第１項の石綿の濃度の測定の結果及び前項の作業記録（以下「石綿濃

度測定結果等」という。）を遅滞なく発注者に書面で報告するものとする。 

４ 届出対象特定工事の発注者は、第１項の石綿の濃度の測定に関し必要な措置を講ずるこ

とにより、当該測定に協力するものとする。 

５ 届出対象特定工事の発注者は、第３項の報告を受けた後速やかに、石綿濃度測定結果等

を石綿濃度測定結果等報告書（様式第１号）により市長に提出するものとする。 

６ 届出対象特定工事の自主施工者は、当該届出対象特定工事における特定粉じん排出等作

業の完了後速やかに、石綿濃度測定結果等を石綿濃度測定結果等報告書（様式第１号）に

より市長に提出するものとする。 

（報告及び調査） 

第４条 市長は、この要綱の施行に必要な限度において、届出対象特定工事の発注者、元請

業者又は自主施工者その他必要と認める者に対し、当該届出対象特定工事に関して必要な

報告を求め、又はその職員に、当該届出対象特定工事の状況を調査させることができる。 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、環境局長が別

に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１８年３月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に着手している特定工事については、この要綱の規定は適用しな

い。 

附 則 



この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成25年法律第58号）の施行日か

ら施行する。 

２ この要綱の施行前に、法第１８条の１５の規定に基づき届出をした者についての規定は、

なお、従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の

間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により調製された用紙は、当分の

間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

 

 


